
 

議案第１３号 

 

愛西市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営に関する基準

等を定める条例及び愛西市指定地域密着型サービス事業者等の

指定等に関する基準を定める条例の一部改正について 

 

 愛西市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める

条例及び愛西市指定地域密着型サービス事業者等の指定等に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例を別紙のように定めるものとする。 

 

  平成３１年２月２７日提出 

 

愛西市長 日 永 貴 章 

 

 

提案理由 

 

 この案を提出するのは、指定介護予防支援等の提供に関する記録をその完結

の日から５年間保存しなければならないこととする等のため必要があるから

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

愛西市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営に関する基準

等を定める条例及び愛西市指定地域密着型サービス事業者等の

指定等に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

 

（愛西市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定め

る条例の一部改正） 

第１条 愛西市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を

定める条例（平成２７年愛西市条例第５号）の一部を次のように改正する。 

  第４条を第７条とし、同条の前に次の１条を加える。 

（準用） 

第６条 第２条から前条までの規定は、基準該当介護予防支援の事業につい

て準用する。 

第３条中「法第５９条第１項第１号」を「前２条に定めるもののほか、法

第５９条第１項第１号」に改め、「について」を削り、「指定介護予防支援等

の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための

効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３７号）」を

「介護予防支援等事業基準」に改め、同条を第５条とし、第２条の次に次の

２条を加える。 

（指定介護予防支援の提供に関する記録の整備） 

第３条 指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支

援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８

年厚生労働省令第３７号。第５条において「介護予防支援等事業基準」と

いう。）第２８条第２項の規定により整備した記録については、その完結

の日から５年間保存しなければならない。 

（指定介護予防支援事業に係る暴力団等の排除） 

第４条 指定介護予防支援事業者は、その事業の運営について、暴力団（愛

西市暴力団排除条例（平成２４年愛西市条例第１号）第２条第１号に規定

する暴力団をいう。）又は暴力団員（同条第２号に規定する暴力団員をい

う。）の支配を受けてはならない。 

（愛西市指定地域密着型サービス事業者等の指定等に関する基準を定める



 

条例の一部改正） 

第２条 愛西市指定地域密着型サービス事業者等の指定等に関する基準を定

める条例（平成２５年愛西市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

  第６条を第８条とする。 

第５条中「法第１１５条の１４第１項」を「第４条及び第５条に定めるも

ののほか、法第１１５条の１４第１項」に改め、「について」を削り、「指定

地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密

着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関す

る基準（平成１８年厚生労働省令第３６号）」を「地域密着型介護予防サー

ビス事業基準」に改め、同条を第７条とする。 

 第４条中「法第７８条の４第１項」を「前２条に定めるもののほか、法第

７８条の４第１項」に改め、「について」及び「（平成１８年厚生労働省令第

３４号）」を削り、同条を第６条とし、第３条の次に次の２条を加える。 

（指定地域密着型サービス及び地域密着型介護予防サービスの提供に関

する記録の整備） 

第４条 指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準

（平成１８年厚生労働省令第３４号）第３条の４０第２項、第１７条第２

項、第３６条第２項（第３７条の３において準用する場合を含む。）、第４０

条の１５第２項、第６０条第２項、第８７条第２項、第１０７条第２項、

第１２８条第２項、第１５６条第２項（第１６９条において準用する場合

を含む。）及び第１８１条第２項の規定並びに指定地域密着型介護予防サ

ービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービ

スに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年

厚生労働省令第３６号。第７条において「地域密着型介護予防サービス事

業基準」という。）第４０条第２項、第６３条第２項及び第８４条第２項

の規定により整備した記録については、その完結の日から５年間保存しな

ければならない。 

（指定地域密着型サービス事業及び地域密着型介護予防サービス事業に

係る暴力団等の排除） 

第５条 地域密着型サービス事業者及び地域密着型介護予防サービス事業



 

者は、その事業の運営について、暴力団（愛西市暴力団排除条例（平成２４

年愛西市条例第１号）第２条第１号に規定する暴力団をいう。）又は暴力

団員（同条第２号に規定する暴力団員をいう。）の支配を受けてはならな

い。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の愛西市指定介護予防支援等の事業の人員及

び運営に関する基準等を定める条例第３条(同条例第６条において準用する

場合を含む。)の規定及び第２条の規定による改正後の愛西市指定地域密着

型サービス事業者等の指定等に関する基準を定める条例第４条の規定は、こ

の条例の施行の日以後に完結する記録について適用し、同日前に完結した記

録については、なお従前の例による。 


